
2014.3.12                             聖心女子大学 
 

平成 25 年度自己点検・評価報告書 
 
１．今年度の自己点検・評価活動の状況 
平成 25 年度第 2 回全学評価委員会（7 月 19 日開催）の決定に基づき、以下の活動を行

った。 
（１）『改善報告書』の作成、提出 

平成 21年度の大学基準協会による認証評価時の改善助言に対するその後の改善状況を

まとめ、7 月中に同協会宛提出した。＜4～7 月＞ 
（２）新点検・評価項目の決定（2 年計画の 2 年目）＜7～9 月＞ 

「大学基準」ごとに大学基準協会が設定している新点検・評価項目および新たな「評価

の視点」を検討の上、すべて採用し、さらに本学独自の「評価の視点」（10 項目）を決定

した。 
（３）「大学基準」ごとの到達目標の策定＜7～10 月＞ 

昨年度実施した旧「到達目標」の達成度評価の成果をもとに、各評価単位が分担して

「大学基準」（1～10）ごとに到達目標案を作成した。これにつき将来構想・評価委員会、

および大学院将来構想・評価委員会で検討を行い、本学としての到達目標を策定した。 
これと関連して、平成 20 年度『自己点検・評価報告書』における「改善方策」進捗状

況の課題の確認作業も実施した（各部局、経営会議：11 月～26 年 1 月）。 
（４）基盤自己評価の継続実施＜7～9 月＞ 

昨年に引き続き、大学基準協会により指定されている項目に関し、担当責任者が現時

点における状況を点検し、「適・否」を自己評価した。評価根拠の整備に一層の配慮を行

った。 
（５）上記（２）～（４）を踏まえた自己点検・評価の実施＜10 月～26 年 1 月＞ 

「大学基準」ごとに、到達目標、基盤自己評価を踏まえ、新点検・評価項目に即して、

各評価単位で点検・評価を実施した。 
（６）学科・専攻ごとの自己点検・評価の実施＜10 月～26 年 1 月＞ 

到達目標、基盤自己評価、新点検・評価項目を踏まえ、学部、大学院の学科・専攻ご

とに「教育内容・方法」を中心に点検・評価を実施した。 
（７）上記(１)～(６)を踏まえ、認証評価に向けた改善課題の抽出と検討＜9 月～2 月＞ 

以上すべての作業を通じ、本学として取り組むべき課題を明確化した。その後、順次、

改善を進めている。 
 
２．上記活動の結果とその資料 
（１）『改善報告書』について 

第 1 回全学評価委員会（6 月 28 日）、教授会（7 月 9 日）で承認、7 月中に提出済み。 
（２）新点検・評価項目について＜別紙資料 1＞ 

本学独自の評価の視点は内容を多少修正のうえ、以下の 10 項目に決定した。 
・副専攻運営の適切性（学士課程）（４．教育内容・方法・成果（２）―（１））  
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・奨学金等の経済的支援措置の適切性（被災学生修学支援を含む）（６．学生支援（２）） 
・語学研修・留学制度及び国際交流活動への支援の適切性（同上） 
・ジェネラルレクチャー運営の適切性（同上） 
・学生の課外活動に対する指導・支援の適切性（６．学生支援（３）） 
・学寮運営の適切性（同上） 
・情報環境の全学的な整備状況（7.教育研究等環境（１）） 
・記念施設・保存建物の管理・活用の適切性（同上（２）） 
・本学付属機関の地域社会・国際社会に対する貢献（マグダレナ・ソフィアセンタ

ー、心理教育相談所、キリスト教文化研究所）（８．社会連携・社会貢献（２）） 
・教授会・大学院委員会の権限と責任の明確化（９．管理運営・財務（管理運営）（１）） 

（３）大学基準ごとの到達目標について＜別紙資料 1＞ 
本学として 107 項目の到達目標を定めた。 

（４）基盤自己評価の結果について＜別紙資料 2＞ 
（５）自己点検・評価の結果について＜別紙資料 3＞ 
（６）学科・専攻ごとの自己点検・評価の結果について＜別紙資料 4＞ 

各学科・専攻、学科横断型副専攻から提出された点検・評価結果を基に、学部、大学

院別に全体的な傾向、注目すべき動きなどを簡潔にまとめた。 
以上 
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平成26年3月12日

各章項目 点検評価項目 評価の視点 留意すべき事項【基盤】 留意すべき事項【達成度】

①学部、学科または課程ごとに、大学院は研
究科または専攻ごとに、人材の養成に関す
る目的その他の教育研究上の目的を学則ま
たはこれに準ずる規則等に定めていること。

②高等教育機関として大学が追求すべき目
的（※）を踏まえて、当該大学、学部・研究科
の理念・目的を設定していること。

※ 「大学基準の解説」基準１、 学校教育法
第83条、第99条等 参照

（２）大学・学部・研究科等の理
念・目的が、大学構成員（教職
員および学生）に周知され、社
会に公表されているか。

・構成員に対する周知方法
と有効性
・社会への公表方法

③公的な刊行物、ホームページ等によって、
教職員・学生、受験生を含む社会一般に対
して、当該大学・学部・研究科の理念・目的
を周知・公表していること。

（３）大学・学部・研究科等の理
念・目的の適切性について定
期的に検証を行っているか。

上記（１）～（３）に含まれないもの

（１）大学の学部・学科・研究
科・専攻および附置研究所・セ
ンター等の教育研究組織は、
理念・目的に照らして適切なも
のであるか。

・教育研究組織の編成原
理
・理念・目的との適合性
・学術の進展や社会の要
請との適合性

（２）教育研究組織の適切性に
ついて、定期的に検証を行っ
ているか。

上記（１）～（2）に含まれないもの

自己点検評価における到達目標

（１）大学・学部・研究科等の理
念・目的は、適切に設定されて
いるか。

・目的・理念の明確化
・実績や資源からみた理
念・目的の適切性
・個性化への対応

①当該大学、学部・研究科の理念・目的は、建学
の精神、目指すべき方向性等を明らかにしている
か。
②理念・目的の適切性を検証するにあたり、責任
主体・組織、権限、手続を明確にしているか。ま
た、その検証プロセスを適切に機能させているか。

①教育研究組織は、当該大学、学部・研究科等の
理念・目的を実現するためにふさわしいものである
か。
②教育研究組織の適切性を検証するにあたり、責
任主体・組織、権限、手続を明確にしているか。ま
た、その検証プロセスを適切に機能させているか。

１　理念・目
的

２　教育研
究組織

資料１

●大学文学部および大学院文学研究科の理念・目的が、
建学の精神に立脚し、目指すべき方向性を明確に示す適
切なものであることを確保する。
●理念・目的の適切性が、定期的に検証される組織体制を
構築する。
●検証組織体制の役割と責任を明確化し、適切に機能さ
せる。
●建学の精神や大学の理念・目的を教職員、学生に周知
徹底する取り組みの定着化を図る。

●教育研究組織（学科・専攻、キリスト教文化研究所、心理
教育相談所等）が、大学文学部および大学院文学研究科
の理念・目的の実現に対して適切であることを確保する。
●教育研究組織の適切性が、定期的に検証される組織体
制を構築し、適切に機能させる。

本学の到達目標
大学基準協会による新基準
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平成26年3月12日

各章項目 点検評価項目 評価の視点 留意すべき事項【基盤】 留意すべき事項【達成度】

自己点検評価における到達目標

資料１

本学の到達目標
大学基準協会による新基準

①採用・昇格の基準等において、法令（※）
に定める教員の資格要件等を踏まえて、教
員に求める能力・資質等を明らかにしている
こと。

※　学校教育法第92条、その他 大学設置基
準、大学院設置基 準、専門職大学院設置
基準等の関係法令参照

②組織的な教育を実施する上において必要
な役割分担、責任の所在を明確にしているこ
と。

③当該大学・学部・研究科の専任教員数
が、法令（大学設置基準等）によって定めら
れた必要数を満たしていること（※）。

※【法令によって定められた必 要数】 大学
設置基準、大学院設置 基準、専門職大学
院設置基 準及びこれらに付随する文 部科
学省告示等参照

④特定の範囲の年齢に著しく偏らないように
配慮していること。
※　大学設置基準第７条第３項

（３）教員の募集・採用・昇格は
適切に行われているか。

【学士課程・修士・博士】
・教員の募集・採用・昇格
等に関する規程および手
続きの明確化
・規程等に従った適切な教
員人事

（４）教員の資質の向上を図る
ための方策を講じているか。

【学士課程・修士・博士】
・教員の教育研究活動等
の評価の実施
・ファカルティ・ディベロップ
メント（ＦＤ）の実施状況と有
効性

上記（１）～（4）に含まれないもの

（１）大学として求める教員像お
よび教員組織の編制方針を明
確に定めているか。

３　教員・教
員組織

①専門分野に関する能力、教育に対する姿勢等、
大学として求める教員像を明らかにしたうえで、当
該大学、学部・研究科の理念・目的を実現するた
めに、学部・研究科ごとに教員組織の編制方針を
定めているか。また、その方針を教職員で共有して
いるか。
②方針と教員組織の編制実態は整合性がとれて
いるか。
③教員の募集・採用・昇格について、基準、手続を
明文化し、その適切性・透明性を担保するよう、取
り組んでいるか。
④教育研究、その他の諸活動（※）に関する教員
の資質向上を図るための研修等を恒常的かつ適
切に行っているか。　※　ここでいう諸活動とは、社
会貢献、管理業務などを含む教員に 求められる
様々な活動を指す。 授業方法の改善等、教育内
容・ 方法の向上を意図した取り組み については、
「基準４」（３）で取り扱う
⑤教員の教育研究活動の業績を適切に評価し、
教育・研究活動の活性化に努めているか。
⑥教員組織の適切性を検証するにあたり、責任主
体・組織、権限、手続を明確にしているか。また、そ
の検証プロセスを適切に機能させ、改善につなげ
ているか。

【学士・修士・博士課程】
・教員に求める能力・資質
等の明確化
・教員構成の明確化
・教員の組織的な連携体
制と教育研究に係る責任
の所在の明確化

（２）学部・研究科等の教育課
程に相応しい教員組織を整備
しているか。

【学士課程・修士・博士】
・編成方針に沿った教員組
織の整備
・授業科目と担当教員の適
合性を判断する仕組みの
整備
【修士・博士】
・研究科担当教員の資格
の明確化と適正配置

●大学文学部および大学院文学研究科の教員組織が、教
育理念・目的・目標並びに教育課程の種類・性格・学生数
に対して適切であることを確保する。
●大学文学部専任教員および大学院文学研究科の担当
教員の採用、選考、任用については、「聖心女子大学教員
選考規程」「聖心女子大学教員資格審査基準」ならびに
「聖心女子大学大学院担当教員選考及び審査手続き規
程」に則り、適切に行われることを継続する。
●主要な授業科目へ専任教員を適正に配置する。
●教員の年齢構成バランスの適正化を図る。
●必要に応じて外国人教員を採用する。
●女子大学として、女性教員を積極的に採用する。
●聖心女子大学が求める教員像を明確化し、教職員で共
有する。
●大学文学部および大学院文学研究科の理念・目的の実
現のため、学部、研究科それぞれに教員組織の編制方針
を定め、教職員で共有する。
●教員の管理運営能力、社会貢献能力等の資質向上を図
るための研修等を恒常的に実施するシステムを構築する。
●教員の教育研究活動の業績を適切に評価し、教育・研
究活動の活性化を推進する。
●教員組織の適切性や学科ごとの専任教員数、非常勤講
師枠が定期的に検証されるシステム作りを推進する。
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平成26年3月12日

各章項目 点検評価項目 評価の視点 留意すべき事項【基盤】 留意すべき事項【達成度】

自己点検評価における到達目標

資料１

本学の到達目標
大学基準協会による新基準

（１）教育目標に基づき学位授
与方針を明示しているか。

【学士・修士・博士課程】
・学士課程・修士課程・博
士課程の教育目標の明示
・教育目標と学位授与方針
との整合性
・修得すべき学習成果の明
示

①理念・目的を踏まえ、学部・研究科ごとに、
課程修了にあたって修得しておくべき学習
成果、その達成のための諸要件（卒業要件・
修了要件）等を明確にした学位授与方針を
設定していること。

（２）教育目標に基づき教育課
程の編成・実施方針を明示し
ている か。

【学士・修士・博士課程】
・教育目標・学位授与方針
と整合性のある教育課程の
編制・実施方針の明示
・科目区分、必修・選択の
別、単位数等の明示

②学生に期待する学習成果の達成を可能と
するために、教育内容、教育方法などに関
する基本的な考え方をまとめた教育課程の
編成・実施方針を、学部・研究科ごとに設定
していること。

（３）教育目標、学位授与方針
および教育課程の編成・実施
方針が、大学構成員（教職 員
および学生等）に周知され、社
会に公表されているか。

【学士・修士・博士課程】
・周知方法と有効性
・社会への公表方法

③公的な刊行物、ホームページ等によって、
教職員・学生ならびに受験生を含む社会一
般に対して、学位授 与方針、教育課程の編
成・実施方針を周知・公表していること。

（４）教育目標、学位授与方針
および教育課程の編成・実施
方針の適切性について定期的
に検証を行っているか。

上記（１）～（4）に含まれないもの

４　教育内
容・方法・
成果

(1)教育目
標、学位授
与方針、教
育課程の編
成・実施方
針

①学位授与方針と教育課程の編成・実施方針は
連関しているか。
②教育目標、学位授与方針および教育課程の編
成・実施方針の適切性を検証するにあたり、責任
主体・組織、権限、手続を明確にしているか。ま
た、その検証プロセスを適切に機能させ、改善に
つなげているか。

●学部では、教育目標および学位授与方針を見直した上、
改めて明文化し、それらの適切性が定期的に検証されるシ
ステムを構築する。
●研究科では、教育目標、「教育研究の目的と目指す修了
生像」を見直した上で、学位授与方針を明文化し、それらの
適切性が定期的に検証されるシステムを構築する。
●学位授与方針に基づき、教育課程の編成・実施方針を
学部・研究科、全学科・専攻にわたって改めて明文化し、そ
れらの適切性が定期的に検証されるシステムを構築し、有
効に機能させる。
●課程修了にあたって修得しておくべき学習成果につい
て、より具体化を図るための検討を推進する。
●理念に基づく教育目標、学位授与方針、教育課程の編
成・実施方針について、『履修要覧』、『学生生活』、『大学
ガイドブック』、『大学院案内』などの印刷媒体ならびにホー
ムページ等のインターネットによる周知方法の見直しを行
い、大学構成員への周知を徹底するとともに、広く社会一
般への公表、周知を図る。

5



平成26年3月12日

各章項目 点検評価項目 評価の視点 留意すべき事項【基盤】 留意すべき事項【達成度】

自己点検評価における到達目標

資料１

本学の到達目標
大学基準協会による新基準

（１）教育課程の編成・実施方
針に基づき、授業科目を適切
に開設し、教育課程を体系的
に編成しているか。

【学士・修士・博士課程】
・必要な授業科目の開設
状況
・順次性のある授業科目の
体系的配置
【学士課程】
・専門教育・教養教育の位
置づけ
・副専攻運営の適切性
【修士・博士課程】
・コースワークとリサーチ
ワークのバランス

①【学士】 幅広く深い教養及び総合的な判
断力 を培い、豊かな人間性を涵養する教育
課程が編成されていること。
※　大学設置基準第19条第２項

（２）教育課程の編成・実施方
針に基づき、各課程に相応し
い教育内容を提供しているか。

【学士課程】
・学士課程教育に相応しい
教育内容の提供
・初年次教育・高大連携に
配慮した教育内容
【修士・博士課程】
・専門分野の高度化に対
応した教育内容の提供

②【修士・博士】 コースワークとリサーチワー
クを適切に組み合わせ、教育を行っている
こと。
※　大学院設置基準第12条

上記（１）～（2）に含まれないもの

①当該学部・研究科の教育目標を達成する
ために必要となる授業の形態を明らかにして
いること。

②【学士】
１年間の履修科目登録の上限を50単位未満
に設定していること。これに相当しない場合、
単位の実質化を図る相応の措置がとられて
いること。

③【修士・博士】 研究指導計画に基づく
研究指導、学位論文作成指導を行って
いること

４　教育内
容・方法・
成果

(2)教育課
程・ 教育内
容

①教育課程 編成 実施方針 基づき 各授業科

　

●教育課程の編成・実施方針に基づく授業科目の開設の
適切性が、学部・研究科、全学科・専攻にわたって定期的
に検証されるシステムを構築し、有効に機能させる。
●教育課程の編成・実施方針に基づく履修系統図（カリ
キュラムマップ）を作成し、本学の特徴である基礎課程と専
攻課程の連携についてよりわかり易く明示する。
●全学必修科目、総合現代教養科目、専攻課程科目（専
攻科目・関連科目）についてカリキュラムの体系をわかり易
く示すために各授業科目の「ナンバリング」を導入する。
●学士課程における初年次教育の充実を検討し、そのた
めの体制を整備する。
●副専攻については、その制度の性格上、より明確な教育
課程の編成・実施方針の周知が求められるため、主専攻と
同様に履修系統図（カリキュラムマップ）を作成し明示する。
●修士・博士前期課程においては高度で専門的な知識や
技能、幅広い学識が修得できる教育課程の改善を進める。
●博士後期課程においては、さらに独創性をもって自立し
た研究活動を行うことができる教育内容の改善を進める。

【学士・修士・博士課程】
・教育目標の達成に向けた
授業形態（講義・演習・実
験等）の採用
・履修科目登録の上限設
定、学習指導の充実
・学生の主体的参加を促す
授業方法
【修士・博士課程】
・研究指導計画に基づく研
究指導・学位論文作成指
導

（１）教育方法および学習指導
は適切か。

①教育課程の編成・実施方針に基づいた教育課
程や教育内容の適切性を明確に示しているか。
（評価するにあたり、当該大学の説明・証明から、
下記のことが明らかであることに留意する）　・学生
の順次的・体系的な履修への配慮
②教育課程の適切性を検証するにあたり、責任主
体・組織、権限、手続を明確にしているか。また、そ
の検証プロセスを適切に機能させ、改善につなげ
ているか。

●シラバスの記載項目、記載方法、内容を見直すことによ
り、学生の主体的な授業の事前準備を可能とし、カリキュラ
ムマップとの整合性を示すことを目指す
●学修ポートフォリオを導入することにより 学生自らが学修
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平成26年3月12日

各章項目 点検評価項目 評価の視点 留意すべき事項【基盤】 留意すべき事項【達成度】

自己点検評価における到達目標

資料１

本学の到達目標
大学基準協会による新基準

（２）シラバスに基づいて授業が
展開されているか。

【学士・修士・博士課程】
・シラバスの作成と内容の
充実
・授業内容・方法とシラバス
の整合性

④授業の目的、到達目標、授業内容・方法、
１年間の授業計画、成績 評価方法・基準等
を明らかにしたシラバスを、統一した書式を
用いて作成し、かつ、学生があらかじめこれ
を知ることができる状態にしている こと。

⑤授業科目の内容、形態等を考慮 し、単位
制度の趣旨に沿って単位を設定しているこ
と。

⑥既修得単位の認定を、大学設置基準等に
定められた基準に基づいて、適切な学内基
準を設けて実施していること。

（４）教育成果について定期的
な検証を行い、その結果を教
育課程や教育内容・方法の改
善に結びつけているか。

【学士・修士・博士課程】
・授業の内容及び方法の
改善を図るための組織的
研修・研究の実施

⑦教育内容・方法等の改善を図ることを目的
とした、組織的な研修・研究の機会を設けて
いること。

上記（１）～（4）に含まれないもの

（１）教育目標に沿った成果が
上がっているか。

【学士・修士・博士課程】
・学生の学習成果を測定す
るための評価指標の開発と
その適用
・学生の自己評価、卒業後
の評価（就職先の評価、卒
業生評価）

①卒業・修了の要件を明確にし、履修要綱
等によってあらかじめ学生に明示しているこ
と。

②学位授与にあたり論文の審査を行 う場合
にあっては、学位に求める水準を満たす論
文であるか否かを審査する基準（学位論文
審査基準）を、 あらかじめ学生に明示してい
ること。

上記（１）～（2）に含まれないもの

①教育課程の編成・実施方針に基づき、各授業科
目において、適切な教育方法をとっているか。
②単位制度の趣旨に照らし、学生の学修が行われ
るシラバスとなるよう、またシラバスに基づいた授業
を展開するため、明確な責任体制のもと、恒常的
かつ適切に検証を行い、改善につなげているか。
③教育内容・方法等の改善を図るための責任主
体・組織、権限、手続を明確にしているか。また、そ
の検証プロセスを適切に機能させ、改善につなげ
ているか。

①課程修了時における学生の学習成果を測定す
るための評価指標を開発し、適切に成果を測るよう
努めているか。
②学位授与にあたり、明確な責任体制のもと、明文
化された手続きに従って、学位を授与しているか。

４　教育内
容・方法・
成果

(3)教育方
法 【学士・修士・博士課程】

・厳正な成績評価（評価方
法・評価基準の明示）
・単位制度の趣旨に基づく
単位認定の適切性
・既修得単位認定の適切
性

４　教育内
容・方法・
成果

(4)成果

●課程修了時における教育成果を客観的に示す指標の開
発を検討する。【学士・修士・博士課程】

・学位授与基準、学位授与
手続きの適切性
【修士・博士課程】
学位審査及び修了認定の
客観性・厳格性を確保する
方策

（２）学位授与（卒業・修了認
定）は適切に行われているか。

（３）成績評価と単位認定は適
切に行われているか。

●学修ポ トフォリオを導入することにより、学生自らが学修
過程を含めて達成度を評価し、次に取り組むべき課題を考
えることができる機会を作り、支援する
●GPA制度の導入により、学生に対する個別の学修指導
等の充実をはかる
●修士・博士課程における各専攻の研究指導、学位論文
作成指導について、大学院としての検討確認をもとに、改
善を図る。
●授業運営に関する教員個々の工夫や努力を促進、支援
するFD活動を効果的に進める学内システムを整備する
●研究科では、各専攻における授業内容・方法、研究指
導、学位論文作成指導につき、実態調査、大学院学生から
の要望調査等を踏まえて、改善を進める。
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平成26年3月12日

各章項目 点検評価項目 評価の視点 留意すべき事項【基盤】 留意すべき事項【達成度】

自己点検評価における到達目標

資料１

本学の到達目標
大学基準協会による新基準

①理念・目的、教育目標を踏まえ、求める学
生像や、修得しておくべき知識等の内容・水
準等を明らかにした学生の受け入れ方針
を、学部・研究科ごとに定めていること。

②公的な刊行物、ホームページ等によって、
学生の受け入れ方針を、受験生を含む社会
一般に公表していること。

（２）学生の受け入れ方針に基
づき、公正かつ適切に学生募
集および入学者選抜を行って
いるか。

・学生募集方法、入学者選
抜方法の適切性
・入学者選抜において透明
性を確保するための措置
の適切性

③学生募集、入学者選抜の方法が、 受験生
に対して公正な機会を保証し、かつ大学教
育を受けるための能力・適性等を適切に判
定するもので あること。

④【学士】 学部・学科における過去５年の入
学定員に対する入学者数比率の平均が1.00
である（※）。また、学部・学科における収容
定員に対する在籍学生 数比率が1.00である
（※）。
※【定員超過の場合の提言指針】
≪実験･実習を伴う分野(心理学、社
会福祉学に関する分野を含む)≫
　1.20以上：努力課題
　1.25以上：改善勧告
≪医学･歯学≫
　1.00以上：努力課題、　1.05以上：改善勧告

≪上記以外の分野≫
　1.25以上：努力課題、　1.30以上：改善勧告

※【定員未充足の場合の提言指針】
≪全て≫
　0.9未満：努力課題、　0.8未満：改善勧告

５　学生の
受け入れ

（１）学生の受け入れ方針を明
示しているか。

・求める学生像の明示
・当該課程に入学するにあ
たり、修得しておくべき知
識等の内容、水準の明示
・障がいのある学生の受け
入れ方針

①学生の受け入れ方針と学生募集、入学者選抜
の実施方法は整合性がとれているか。
②学生の受け入れの適切性を検証するにあたり、
責任主体・組織、権限、手続を明確にしているか。
また、その検証プロセスを適切に機能させ、改善に
つなげているか。

（入学管理）
●学部では学生の受け入れ方針を見直した上で改めて明
文化し、その方針に基づき「入学定員を充足する」ことを到
達すべき最大の目標とする。「入学定員の充足」という目標
を達成するため、ないしはこの目標を前提に置きつつ、以
下の到達目標を置く。
●学生募集においては、ガイドブック等の印刷物と大学公
式ホームページやfacebookの活用、オープンキャンパスへ
の参加者勧誘と入学者数の多い高等学校への働きかけの
強化を図る。
●本学が求める学生を明確に示すため、本学の特色を生
かした広報面の工夫と学生の受け入れ方針のガイドブック
および大学公式ホームページへの明記を継続する。
●リベラル・アーツ教育を旨とする本学では、高等学校まで
に修得しておくべき知識を固定化することは難しいため、入
学試験別に多面的な評価視点を設定して受験生を多様な
側面から評価する工夫の継続的な改善を行う。
● 学生募集および入学者選抜の公正かつ適切な実施、検
証についてのPDCAサイクルとして、既に、学長、各副学
長、副学長補佐、各学科専攻の代表、事務局長で構成さ
れた入試委員会を中心として、教授会による確認体制を確
立しているが、この適切な運用により継続的な改善を図る。
● 入学者選抜を適切に実施するため、既に、学長を総責
任者とした、副学長(学務担当)、副学長補佐(入試担当)の
体制による入試事故を未然に防ぐ体制を確立しているが、
その適切な運用を図る

・収容定員に対する在籍学
生数比率の適切性
・定員に対する在籍学生数
の過剰・未充足に関する対
応

（３）適切な定員を設定し、入学
者を受け入れるとともに、在籍
学生数を収容定員に基づき適
正に管理している か。
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平成26年3月12日

各章項目 点検評価項目 評価の視点 留意すべき事項【基盤】 留意すべき事項【達成度】

自己点検評価における到達目標

資料１

本学の到達目標
大学基準協会による新基準

⑤【学士】 学部・学科における編入学定員に
対する編入学生数比率が1.00（※）であ る。
※【定員超過の場合の提言指針】
≪未完成学部を除く全て≫
　1.30以上：努力課題
※【定員未充足の場合の提言指針】
≪未完成学部を除く全て≫
　0.7未満：努力課題

⑥【修士・博士・専門職学位課程】 部局化さ
れた大学院研究科や独立大学院などにお
いて、在籍学生数比率 が1.00である。

（４）学生募集および入学者選
抜は、学生の受け入れ方針に
基づき、公正かつ適切に実施
されているかについて、定期的
に検証を行っているか。

上記（１）～（4）に含まれないもの

（１）学生が学修に専念し、安
定した学生生活を送ることがで
きるよう学生支援に関する方針
を明確に定めているか。

・学生に対する修学支援、
生活支援、進路支援に関
する方針の明確化

　

　
　
　
　

　

　

 

 

その適切な運用を図る。
●入学者選抜における透明性を確保するため、志願者数、
受験者数、合格者数、合格最低点等のデータを、ガイド
ブックや大学公式ホームページに掲載、障がいのある学生
の受験については大学入試センター試験に準じていること
の学生募集要項等での公表を継続する。
●大学院の学生受け入れ方針を明文化し、その方針に基
づいて、大学院修士・博士前期、博士後期課程の入学者
率を向上させる。

（在籍管理）
●収容定員に対する実際の在籍者数の状況を常に把握
し、問題が生じる可能性を早期に発見して関係部署と協議
し、改善を図る。

●大学の理念に基づき、学生の実態を踏まえて、学生の修
学支援、生活支援、進路支援に関する方針を定め、教職員
で共有する。
●障がいのある学生、留年、休学、退学等の懸念のある学
生を迅速に把握しフォローできる組織的な体制の整備、充
実（「学生支援ネットワークの会」の拡充、強化）
●学生の能力に応じた補修・補充教育の在り方を検討す
る。

 

　

9



平成26年3月12日

各章項目 点検評価項目 評価の視点 留意すべき事項【基盤】 留意すべき事項【達成度】

自己点検評価における到達目標

資料１

本学の到達目標
大学基準協会による新基準

（２）学生への修学支援は適切
に行われているか。

・留年者および休・退学者
の状況把握と対処の適切
性
・補修・補充教育に関する
支援体制とその実施
・障がいのある学生に対す
る修学支援措置の適切性
・奨学金等の経済的支援
措置の適切性（被災学生
修学支援を含む）
・語学研修・留学制度およ
び国際交流活動への支援
（大学院を含む）の適切性
・ジェネラルレクチャー運営
の適切性

（３）学生の生活支援は適切に
行われている か。

・心身の健康保持・増進お
よび安全・衛生への配慮
・ハラスメント防止のための
措置
・学生の課外活動に対する
指導、支援の適切性
・学寮運営の適切性

（４）学生の進路支援は適切に
行われている か。

・進路選択に関わる指導・
ガイダンスの実施
・キャリア支援に関する組
織体制の整備

①学生の進路選択に関わるガイダンスを実
施するほか、キャリアセンター等の設置、キャ
リア形成支援教育の実施等、組織的・体系
的な指導・助言に必要な体制を整備してい
ること。

上記（１）～（4）に含まれないも
の

①修学支援、生活支援、進路支援に関する方針
を、理念・目的、入学者の傾向等の特性を踏まえ
ながら定めているか。また、その方針を教職員で共
有しているか。
②方針に沿って、修学支援、生活支援、進路支援
のための仕組みや組織体制を整備し、適切に運用
しているか。（評価するにあたり、当該大学の説明・
証明から、下記のことが明らかであることに留意す
る）
＜修学支援＞
　・留年者及び休・退学者の状況把握と対処
　・学生の能力に応じた補習・補充教育の実施
　・障がい学生に対する修学支援の実施
　・奨学金等の経済的支援の実施
＜生活支援＞
　・学生相談室等、学生の相談に応じる体制の整
備、学生への案内
　・各種ハラスメント防止に向けた取り組み
③学生支援の適切性を検証するにあたり、責任主
体・組織、権限、手続を明確にしているか。また、そ
の検証プロセスを適切に機能させ、改善につなげ
ているか。

●経済的に不安定な学生の修学支援を図るために、給付
奨学金（震災減免奨学金を含む）の見直し及び新設と、提
携教育ローンの拡充を行なう。
●優秀な学生への顕彰的奨学金（聖心女子大学マグダレ
ナ・ソフィア・バラ賞）について、広報を図るとともに、本来の
目的にふさわしい学生の選考方法を検討する。
●語学研修・留学制度をいっそう充実させ、国際センター、
国際化委員会を活用して国際交流活動をさらに活発化す
る。
●1年次生を対象とするジェネラルレクチャーを通して、建
学の理念、「聖心スピリット」、初期学修等の修学支援を図っ
ていく。
●授業時間外の学生の大学内での自主的な学習や活動
のための居場所を確保するために、レクリエーションルーム
の改装に引き続き、学食や学生ラウンジの整備を検討す
る。
●学生の心身の健康、進路、修学相談等に関する多様な
相談に対応できる部署横断的ワンストップ型の相談窓口を
確立する（「ハートネットステーション」の設立）。
●災害に備え、学生の安全確保のための取り組みを推進
する。
●学生生活課、学生相談室、ハラスメント委員の三者がさら
に密接な連絡をとりつつ各種ハラスメント防止を強化する。
●学生が安全かつ有効な課外活動ができるよう、課外活動
の顧問やコーチの役割を明文化する。
●学寮の運営についての検討（学寮開寮期間、学寮費）を
行い、学寮の改築に向けて教育寮、国際寮としての本学学
寮のあり方を整理する。
●学内インターンシップの制定を受けて始めた学生スタッフ
制度を、学生にとってキャリア形成の一つのチャンスとなる
ように内容の充実をはかる。
●学科教育および課外活動を含めた大学４年間のすべて
の活動を通してのキャリア形成を重視し、キャリア委員会と
キャリアセンターとの連携により、全学的に本学学生のキャ
リア形成を支える。また経済状況や倫理憲章等により刻々
変わる就職活動を取り巻く状況に合わせた支援を行い、就
職率の維持向上を目指す。
●学生支援の適切性を定期的に検証し、改善につなげて
いく。
●大学院修了者のキャリア支援を強化する。

６　学生支
援
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平成26年3月12日

各章項目 点検評価項目 評価の視点 留意すべき事項【基盤】 留意すべき事項【達成度】

自己点検評価における到達目標

資料１

本学の到達目標
大学基準協会による新基準

（１）教育研究等環境の整備に
関する方針を明確に定めてい
るか。

・学生の学習および教員に
よる教育研究環境整備に
関する方針の明確化
・校地・校舎・施設・設備に
係る大学の計画
・情報環境の全学的な整
備状況

（２）十分な校地・校舎および施
設・設備を整備しているか。

・校地・校舎等の整備状況
とキャンパス・アメニティの
形成
・校地・校舎・施設・設備の
維持・管理、安全・衛生の
確保
・記念施設・保存建物の管
理・活用の状況

①校地および校舎面積が、法令上の 基準
（大学設置基準等）を満たして おり、かつ運
動場等の必要な施設・ 設備を整備している
こと。

②大学、学部・研究科等において十分な教
育研究活動を行うために、図書館において
必要な質・量の図書、 学術雑誌、電子媒体
等を備えている こと。

③図書館、学術情報サービスを支障なく提
供するために、専門的な知識を有する専任
職員を配置しているこ と。

７　教育研
究等環境

・図書、学術雑誌、電子情
報等の整備状況とその適
切性
・図書館の規模、司書の資
格等の専門能力を有する
職員の配置、開館時間・閲
覧室・情報検索設備などの
利用環境
・国内外の教育研究機関と
の学術情報相互提供シス
テムの整備

（３）図書館、学術情報サービス
は十分に機能しているか。

①学生の学修、教員の教育研究の環境整備に関
わる方針を、当該大学、学部・研究科の理念・目的
を踏まえて定めているか。また、その方針を教職員
で共有しているか。
②方針に沿って、施設・設備、機器・備品を整備
し、管理体制や衛生・安全を確保する体制を備え
ているか。（評価するにあたり、当該大学の説明・
証明から、下記のことが明らかであることに留意す
る）
　・　バリアフリーに対応する等、施設・設備の安全
性、利便性を向上させるための取り組み
　・　国立情報学研究所のＧｅＮｉｉや他の図書館と
のネットワークを整備する等の、学術情報へのアク
セ の充実
　 　

　 　

　 　

　 　

●教育研究等環境の整備に関する方針を定める。
●開学65年を経て老朽狭隘化した校舎・設備等の改築、改
修を計画的に推進することを目的に、キャンパス整備計画
の策定を行う。具体的な着工については、同計画に基づき
適時実施するが、その際、バリアフリーや耐震性等に注意
するとともに、学内の歴史建造物の適正な維持管理、自然
環境との調和等にも十分配慮する。
●教育用情報機器等、情報化の推進については、現在、
情報化推進プロジェクトチームによる検討と実際的な作業
が行われているが、その後の推進体制としては、基本的に
現チーム構成のコンセプトを維持しつつ、全学の情報機器
の計画的な導入等を調整し、企画実施する組織として情報
化推進本部(仮称)を構想する。同本部は、学長の指揮のも
と、機動的な全学組織として設置する。これに伴い関係事
務組織を再編する。
●平成25年度中に計画している学生向けの多目的スペー
ス（クリエイティブ・ラーニングルーム）の改修を実現し、有効
な活用を図る。
●大学環境として必要な校地校舎の確保はもとより、安全
安心で良好なキャンパスアメニティの整備に向けて、キャン
パス整備計画の中に必要事項を適切に位置づける。これに
あわせて、学内の歴史建造物についても、上記のとおり適
正に維持保全を図るとともに、本学自身の歴史に対する理
解の増進に資するよう、活用方法等を検討する。
●学習図書館、研究図書館としての機能を果たす大学図
書館の位置づけを明確にする。
●学士課程教育のアクティブ・ラーニングへの転換への取
組みを推進するために、学生の主体的な学修のベースとな
る図書館の機能強化を図る。
●教育研究用図書、雑誌の体系的収集による図書館蔵書
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平成26年3月12日

各章項目 点検評価項目 評価の視点 留意すべき事項【基盤】 留意すべき事項【達成度】

自己点検評価における到達目標

資料１

本学の到達目標
大学基準協会による新基準

（４）教育研究等を支援する環
境や条件は適切に整備されて
いるか。

・教育課程の特徴、学生
数、教育方法に応じた施
設・設備の整備
・ティーチング・アシスタント
（ＴＡ）／リサーチ・アシスタ
ント（ＲＡ）・技術スタッフな
ど教育研究支援体制の整
備
・教員の研究費・研究室お
よび研究専念時間の確保

④専任教員に対して、研究活動に必要な研
究費を支給していること。

（５）研究倫理を遵守するため
に必要な措置をとっているか。

・研究倫理に関する学内規
程の整備状況
・研究倫理に関する学内審
査機関の設置・運営の適
切性

⑤専任教員のための研究室を整備している
こと。

上記（１）～（5）に含まれないもの

（１）社会との連携・協力に関す
る方針を定めているか。

・産・学・官等との連携の方
針の明示
・地域社会・国際社会への
協力方針の明示

　

　

　 　

　 　

セスの充実
　・　座席数・開館時間など、学生の学修に配慮し
た図書館利用環境の整備
　・　研究専念時間の設定等、教員の研究機会の
保障
　・　ティーチング・アシスタント（TA）、リサーチ・ア
シスタント（RA）等の人的支援
　・　研究倫理に関する規程の整備、研修会の開
催、学内審査機関の設置等、研究倫理を浸透させ
るための措置

●社会との連携・協力に関する方針を定め、教職員で共有
する。
●大学の理念に基づき、国際的なものも含めて学生のボラ
ンティアなどの社会貢献活動への支援をさらに積極的に進

の充実と、オンラインデータベース、電子ジャーナル、電子
書籍等電子媒体の導入による学習・研究支援機能の向上
を図る。
●学習・研究環境の充実を図るために図書館情報システム
の機能を強化する。
●図書館ガイダンスを情報リテラシー教育と位置づけて、規
模を拡大して実施する。
●学生の主体的な学修を支えるために、学術情報等のコン
テンツ提供と学習を補助する人的サポートを有機的に連携
させたスペースとしてのラーニングコモンズの整備・拡大を
はかる。
●開架書架の配置見直しと蔵書を集約化する自動書庫の
導入により、図書館内空間の有効活用を推進し、学習・研
究環境として魅力的なスペースを創造する。
●機関リポジトリのコンテンツ充実により論文等のオープン
アクセスの推進を図り、教員・学生への学術情報提供の利
便性を高めるとともに社会貢献に寄与する。
●図書館の役割の変化に対応し、サブジェクトライブラリア
ンに加えてアクティブ・ラーニングを支援・デザインできる人
材を育成する。
●教学面における支援であるとともに、若手研究者の育成
に資するTA、RA等の充実、科研費受給者に対する支援事
務等は引き続ききめ細かな推進を図る。
●外部資金等の獲得と適正執行のための情報提供、説明
会による注意喚起、他大学の事例等によるケーススタディ
等を通じて、研究倫理の問題を取り上げるとともに、研究倫
理規程の整備と研究倫理委員会(仮称)の設置を図る。
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平成26年3月12日

各章項目 点検評価項目 評価の視点 留意すべき事項【基盤】 留意すべき事項【達成度】

自己点検評価における到達目標

資料１

本学の到達目標
大学基準協会による新基準

（２）教育研究の成果を適切に
社会に還元しているか。

・教育研究の成果を基にし
た社会へのサービス活動
・学外組織との連携協力に
よる教育研究の推進
・地域交流・国際交流事業
への積極的参加
・本学付属機関の地域社
会・国際社会に対する貢献
（マグダレナ・ソフィアセン
ター、心理教育相談所、キ
リスト教文化研究所）

上記（１）～（２）に含まれないもの

（１）大学の理念・目的の実現
に向けて、管理運営方針を明
確に定めているか。

・中・長期的な管理運営方
針の策定と大学構成員へ
の周知
・意思決定プロセスの明確
化
・教学組織（大学）と法人組
織（理事会等）の権限と責
任の明確化
・教授会・大学院委員会の
権限と責任の明確化

８　社会連
携・社会貢
献

　

ンティアなどの社会貢献活動への支援をさらに積極的に進
める。
●東日本大震災の被災地への復興支援活動は、陸前高田
で実施している子ども支援に加えて、必要な活動を教職員
もともに協力し柔軟に対応していく。
●町内会とともに行なう防災活動や地域の小学校の児童へ
のサポートなど、実施中の地域社会との連携をさらに充実さ
せる。
●地域や大学外部の方からニーズを聴取しつつ、マグダレ
ナ・ソフィアセンター、心理教育相談所、キリスト教文化研究
所、教養講座、各種の講演会等による社会貢献をさらに充
実させる。
●社会連携・社会貢献の適切性について検証し、改善に
つなげる。

●大学の理念の実現に向けて管理運営方針を明確に定
め、教職員で共有する。
●教学組織と法人組織の権限と責任の明確性を確保す
る。
●「教授会規程」「大学院委員会規程」により、教授会と大
学院委員会の権限と責任の明確性を確保する。
●建学の精神、教育の理念の実現に向けて、着実にその
具現化を図るため、毎年度、大学全体の事業計画、各部署
毎の事業計画を作成しているが、期中、期末の自己点検評
価により、PDCAサイクルの実質化を徹底する。
●大学改革が急速に進みつつある今日、法令改正や関連
通達等を踏まえた学内規定の整備と周知については、より
一層注意を払いつつ適時適切に行う。法令遵守について
は日頃より様々な機会をとらえて広く注意を喚起する。

①社会連携・社会貢献に関する方針を、当該大
学、学部・研究科の理念を踏まえながら定めている
か。また、その方針を教職員で共有しているか。
②方針に沿って、社会連携・社会貢献を推進して
いるか。
③社会連携・社会貢献の適切性を検証するにあた
り、責任主体・組織、権限、手続を明確にしている
か。また、その検証プロセスを適切に機能させ、改
善につなげているか。
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平成26年3月12日

各章項目 点検評価項目 評価の視点 留意すべき事項【基盤】 留意すべき事項【達成度】

自己点検評価における到達目標

資料１

本学の到達目標
大学基準協会による新基準

（２）明文化された規定に基づ
いて管理運営を行っているか。

・関係法令に基づく管理運
営に関する学内諸規程の
整備とその適切な運用
・学長、学部長、研究科長
及び理事（学務担当）等の
権限と責任の明確化
・学長選考および学部長・
研究科長等の選考方法の
適切性

①学長をはじめとする所要の職を置き、また
教授会等の組織を設け、これらの権限等を
明確にしていること。

（３）大学業務を支援する事務
組織が設置され、十分に機能
しているか。

・事務組織の構成と人員配
置の適切性
・事務機能の改善・業務内
容の多様性への対応策
・職員の採用・昇格等に関
する諸規程の整備とその
適切な運用

②法人・大学の運営に関する業務、 教育研
究活動の支援、その他大学運営に必要な事
務等を行うための事務組織を設けているこ
と。また、必要な事務職員を配置しているこ
と。

（４）事務職員の意欲・資質の
向上を図るための方策を講じ
ているか。

・人事考課に基づく適正な
業務評価と処遇改善
・スタッフ・ディベロップメン
ト（ＳＤ）の実施状況と有効
性

上記（１）～（４）に含まれないもの

９　管理運
営・財務

管理運営

●既存の各組織の権限や責任については明確化が図られ
ているが、今後、大学を取り巻く変化や要請に対応しうる体
制の整備が重要になるとの観点から、既存組織間の合同・
連携協力の促進、既存組織で対応できない新たな取り組
みのための組織を迅速に立ち上げることなど、学長のリー
ダーシップのもと、より一層機動的に対応しうる管理運営を
めざす。
●職員組織は、専任、非常勤等さまざまな雇用形態による
採用者で構成されているが、全員が大学を支える重要な構
成員であるのは言うまでもなく、一人ひとりにとって良好な職
場環境であることが必須である。職員各人の積極性と責任
性を促し、モチベーションを維持する観点から、職種等を問
わずSDの提供、必要な裁量権限の付与等、勤労意欲に見
合う業務配分に配慮する。
●職員間の相互協力による相乗的な効果の発揮のために
は、その基礎となる信頼関係の樹立と保持が不可欠であ
り、管理職をはじめとして良好な職場環境の醸成に一層細
心の注意をはらうことを、事務組織の優先課題として取り組
む。
●時間外勤務の縮減につき、引き続き取り組み、当初の基
準値の半減を実現させる。ワークライフバランスを適正に保
つとともに、経費節減による効果を人事評価も含めた処遇
等に還元するなど、各職員の改善努力を適切に反映する
方途について検討を進める。
●職員の資質向上、勤労意欲の維持のため、事務職員に
係る評価制度等を適時見直すこととしているが、アンケート
等で幅広く意見を徴し、個々人に着目したきめ細かなキャリ
アパスの形成支援を図ることを試みる。
●資質向上については、職員の個性や特技等を生かすこ
とに配慮しつつ、事務職員としての基本的資質、知識等を
身に付けさせ、広くいかなる部署に異動しても柔軟・適切に
対応しうる環境適応性、応用力を育む研修等を提供する。
●事務組織は、限られた人員等を最大限に有効活用する
観点から、相互の連携と協力、重点施策等への機動的人
員配置、外部のニーズや変化に対応した柔軟な組織構築
などが必要であり、組織の在り方や構成については、事務
の組織規程及び事務分掌の定めを含め、不断の見直しに
より最適化を図る。

①意思決定プロセスや、権限・責任（教学組織と法
人組織との関係性含む）、中長期の大学運営のあ
り方を明確にした管理運営方針を定めているか。
また、その方針を教職員で共有しているか。
②方針に基づき、適切な規程を整備し、規程に
則った管理運営を行っているか。
③事務職員の資質向上に向けた研修等の取り組
みを行って改善につなげているか。
④管理運営に関する検証プロセスを適切に機能さ
せ、改善につなげているか。
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平成26年3月12日

各章項目 点検評価項目 評価の視点 留意すべき事項【基盤】 留意すべき事項【達成度】

自己点検評価における到達目標

資料１

本学の到達目標
大学基準協会による新基準

（１）教育研究を安定して遂行
するために必要かつ十分な財
政的基盤を確立しているか。

・中・長期的な財政計画の
立案
・科学研究費補助金、受託
研究費等の外部資金の受
け入れ状況
・消費収支計算書関係比
率および貸借対照表関係
比率の適切性

①【大学評価分科会評価事項】
財務監査を、適切な体制、手続を整えて
行っているといえること。

（私立大学）監事による監査報告書 を整備
し、私立学校法第37条第３項 に定める学校
法人の業務および財産 の状況を適切に示
しているといえる こと。

（２）予算編成及び予算執行は
適切に行っているか。

・予算編成の適切性と執行
ルールの明確性、決算の
内部監査
・予算執行に伴う効果を分
析・検証する仕組みの確立

上記（１）～（２）に含まれないもの

①自己点検・評価を定期的に実施しているこ
と。
②受験生を含む社会一般に対して、 公的な
刊行物、ホームページ等によって、必要な情
報（※）を公表していること。
※　ここでいう必要な情報とは下記の事項を
指す
・学校教育法（同法施行規則）によるもの
・財務関係書類
・自己点検・評価の結果

（１）大学の諸活動について点
検・評価を行い、その結果を公
表することで社会に対する説
明責任を果たしているか。

・自己点検・評価の実施と
結果の公表
・情報公開の内容・方法の
適切性、情報公開請求へ
の対応

　

９　管理運
営・財務

財務

【大学財務評価分科会評価事項】
①教育研究目的・目標を具体的に実現する上で
必要な財政基盤（もしくは配分予算）を確立してい
るか。
②中・長期の教育研究計画に対する中・長期的な
財政計画を策定しているか。また、それらの関連性
が適切であるか。
③教育研究の十全な遂行と財政確保の両立を図
るための仕組みを導入（整備）しているか。
④文部科学省科学研究費補助金、外部資金（寄
附金、受託研究費、共同研究費など）、資産運用
等の状況は、当該大学の財政基盤の充実を図る
上で適切であるか。
⑤（私立大学）当該大学の財務関係比率に対する
自己点検・評価における指標や目標を示している
か。また、実際の各関係比率はそれらの目標等に
照らして十分に達成されているか。
【大学評価分科会評価事項】
①予算配分と執行プロセスの明確性・透明性や、
監査の方法・プロセス等の適切性について、明確
な責任体制のもと、恒常的かつ適切に検証を行っ
て改善につなげているか。

●帰属収支差額比率を早期に5%台以上に回復させ、安定
的財政基盤を確立するため、寄付金や科研費等補助金の
獲得に一層努力を傾注し、そのために必要なきめ細かな工
夫改善を図る。
●現在検討中のキャンパス整備計画を実現する上で必要と
なる資金を確保するため、中長期的な資金計画を組み立て
ることとし、当面、年度毎の予算配分とその執行に留意し、
決算状況を当該資金計画の策定のプロセスに適切に反映
させる。
●年度毎の予算編成方針の策定と適切な予算配分に引き
続き努めるとともに、予算執行の状況や資金配分の効率に
ついて、他大学の事例等も参照し、実効性ある分析・検証
を行い、予算管理の適正化と財務関連諸比率の向上に資
する。
●科研費等補助金の執行に係る適切性確保のため、内部
監査制度を含め事務管理を充実させるとともに、使い勝手
のよい外部資金を目指した簡素合理化のためのルールづ
くりを進める。関係教職員の協力を得て、不正防止の徹底
を図る。

●大学の諸活動において組織レベル、個人レベルで自己
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平成26年3月12日

各章項目 点検評価項目 評価の視点 留意すべき事項【基盤】 留意すべき事項【達成度】

自己点検評価における到達目標

資料１

本学の到達目標
大学基準協会による新基準

（２）内部質保証に関するシス
テムを整備しているか。

・内部質保証の方針と手続
きの明確化
・内部質保証を掌る組織の
整備
・自己点検・評価を改革・
改善に繋げるシステムの確
立
・構成員のコンプライアンス
（法令・モラルの遵守）意識
の徹底

（３）内部質保証システムを適
切に機能させているか。

・組織レベル・個人レベル
での自己点検・評価活動
の充実
・教育研究活動のデータ・
ベース化の推進
・学外者の意見の反映
・文部科学省および認証評
価機関等からの指摘事項
への対応

上記（１）～（３）に含まれないもの

１０　内部質
保証

点検・評価を恒常的に行い、その結果を基礎に、将来のた
めに改善・改革を行う効果的なシステムを構築する。
●年度ごとに自己点検・評価を行い、その結果を社会へ公
表する。また聖心女子大学に対する認証評価結果ならびに
必要な情報についても社会に公表する。
●本学の他大学にはない特色や活力の検証・活用を図る。
●認証評価機関および文部科学省からの指摘事項への適
切な対応を行う。
●学外者からの意見聴取を検討する等、内部質保証の取り
組みの客観性を確保する体制作りを図る。
●内部質保証システムの妥当性を高めるための工夫を図
る。
●教育研究活動のデータベース化を図り、積極的に広報を
進める。

①質保証を積極的に行うための大学の姿勢を明ら
かにし、内部質保証システムを整備しているか。ま
た、そのシステムを適切に機能させているか。（評
価するにあたり、当該大学の説明・証明から、下記
のことが明らかであることに留意する）
＜内部質保証システム＞
　・学外者の意見を聴取する等、内部質保証の取り
組みの客観性
　・妥当性を高めるための工夫が見られること。
　・文部科学省及び認証評価機関からの指摘事項
に対して、適切に対処しているといえること。
　・大学の諸活動における検証と見直しのシステム
が実行されているかを把握していること。
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平成25年10月18日現在

大学基準 点検評価項目 評価の視点(例) 留意すべき事項

①学部、学科または課程ごとに、大学院は研究科または専攻ごと
に、人材の養成に関する目的その他の教育研究上の目的を学
則またはこれに準ずる規則等に定めていること。

②高等教育機関として大学が追求すべき目的（※）を踏まえて、
当該大学、学部・研究科の理念・目的を設定していること。

※ 「大学基準の解説」基準１、 学校教育法第83条、第99条等 参
照

（２）大学・学部・研究科等の理
念・目的が、大学構成員（教職
員および学生）に周知され、社
会に公表されているか。

・構成員に対する周知方法と
有効性
・社会への公表方法

③公的な刊行物、ホームページ等によって、教職員・学生、受験
生を含む社会一般に対して、当該大学・学部・研究科の理念・目
的を周知・公表していること。

①採用・昇格の基準等において、法令（※）に定める教員の資格
要件等を踏まえて、教員に求める能力・資質等を明らかにしてい
ること。

※　学校教育法第92条、その他 大学設置基準、大学院設置基
準、専門職大学院設置基準等の関係法令参照

②組織的な教育を実施する上において必要な役割分担、責任の
所在を明確にしていること。

③当該大学・学部・研究科の専任教員数が、法令（大学設置基
準等）によって定められた必要数を満たしていること（※）。

※【法令によって定められた必要数】 大学設置基準、大学院設
置基準、専門職大学院設置基準およびこれらに付随する文部科
学省告示等参照

○専任教員数は、大学設置基準第13条に定める必要専任教員数を
上回っており、適切である。
○専任教員の採用,選考,任用については、「聖心女子大学教員選考
規程」「聖心女子大学教員資格審査基準」に則り、適切に行われてい
る。
○教員の年齢構成についても、採用人事の際に充分に留意されてい
る。大学データ集「専任教員年齢構成」にあるとおり、適切である。

④特定の範囲の年齢に著しく偏らないように配慮していること。
※　大学設置基準第７条第３項

○大学院担当専任教員はすべて学部の専任教員を兼ねているが、そ
の数は大学院設置基準の必要専任教員数を上回っており、適切であ
る。
○大学院担当教員の採用、選考、任用については、「聖心女子大学
大学院担当教員選考及び審査手続き規程」に則り、適切に行われて
いる。

１　理念・目
的

平成25年度

1項目100-200字程度で簡潔に記述（箇条書き）

【
適

】

〇文学部及び大学院文学研究科の人材養成の目的その他の教育
研究上の目的を学則に定めるとともに、文学部各学科専攻の教育
研究の目的と目指す卒業生像及び大学院文学研究科各専攻の教
育研究の目的と目指す修了生像を『履修便覧』に定めている。
〇学校教育法並びに大学基準に定める大学及び大学院の目的を
踏まえて文学部・文学研究科の理念・目的を適切に設定している。
〇文学部及び大学院文学研究科の人材の養成の目的その他の教
育研究上の目的を学則に定めるとともに、文学部各学科専攻の教
育研究の目的と目指す卒業生像及び大学院文学研究科各専攻の
教育研究の目的と目指す修了生像を、ホームページ、および大学
案内によって、教職員、学生、受験生を含む社会一般に対して周
知・公表している。その内容は毎年確認し更新している。

【
適

】

〇教員の採用・昇格等における教員に求める能力・資質等につい
ては、学校教育法並びに大学設置基準・大学院設置基準等の関係
法令に定める教員の資格要件を踏まえ、教員資格審査基準並びに
教員選考規程および大学院担当教員選考及び審査手続規程を適
切に定めている。
〇文学部各学科及び大学院文学研究科各専攻の組織的な教育を
実施する上において必要な教員間の役割分担、連絡調整並びに
責任の所在の明確化が図られている。

【
適

】

（２）学部・研究科等の教育課程
に相応しい教員組織を整備して
いるか。

平成25（2013）年度　自己点検評価シート（基盤評価）

基盤評価

（１）大学・学部・研究科等の理
念・目的は、適切に設定されて
いるか。

・理念・目的の明確化
・実績や資源からみた理念・
目的の適切性
・個性化への対応

（１）大学として求める教員像お
よび教員組織の編制方針を明
確に定めているか。

【学士・修士・博士課程】
・教員に求める能力・資質等
の明確化
・教員構成の明確化
・教員の組織的な連携体制と
教育研究に係る責任の所在
の明確化

３　教員・教
員組織

【学士・修士・博士課程】
・編成方針に沿った教員組織
の整備
・授業科目と担当教員の適合
性を判断する仕組みの整備
【修士・博士課程】
・研究科担当教員の資格の
明確化と適正配置

資料２
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平成25年10月18日現在

大学基準 点検評価項目 評価の視点(例) 留意すべき事項

平成25年度

1項目100-200字程度で簡潔に記述（箇条書き）

平成25（2013）年度　自己点検評価シート（基盤評価）

基盤評価

資料２

（１）教育目標に基づき学位授
与方針を明示しているか。

【学士・修士・博士課程】
・学士課程・修士課程・博士
課程の教育目標の明示
・教育目標と学位授与方針と
の適合性
・修得すべき学習成果の明
示

①理念・目的を踏まえ、学部・研究科ごとに、課程修了にあたっ
て修得しておくべき学習成果、その達成のための諸要件（卒業要
件・修了要件）等を明確にした学位授与方針を設定していること。

○「聖心女子大学の理念」に基づき、学則第1条に本学の教育目標
を掲げ、各学科・専攻ごとの教育の目的と目指す卒業生像は、『履
修要覧』に明記している。
○教育課程の編成方針は、『履修要覧』のほか、大学HP、『大学案
内』等に詳しく記載し、公表している。

（２）教育目標に基づき教育課
程の編成・実施方針を明示して
いるか。

【学士・修士・博士課程】
・教育目標・学位授与方針と
整合性のある教育課程の編
成・実施方針の明示
・科目区分、必修・選択の
別、単位数等の明示

②学生に期待する学習成果の達成を可能とするために、教育内
容、教育方法などに関する基本的な考え方をまとめた教育課程
の編成・実施方針を、学部・研究科ごとに設定していること。

（３）教育目標、学位授与方針
および教育課程の編成・実施方
針が、大学構成員（教職員およ
び学生等）に周知され、社会に
公表されているか。

【学士・修士・博士課程】
・周知方法と有効性
・社会への公表方法

③公的な刊行物、ホームページ等によって、教職員・学生ならび
に受験生を含む社会一般に対して、学位授与方針、教育課程の
編成・実施方針を周知・公表していること。

（１）教育課程の編成・実施方針
に基づき、授業科目を適切に開
設し、教育課程を体系的に編
成しているか。

【学士・修士・博士課程】
・必要な授業科目の開設状
況
・順次性のある授業科目の体
系的配置
【学士課程】
・専門教育・教養教育の位置
づけ
・副専攻運営の適切性
【修士・博士課程】
・コースワークとリサーチワー
クのバランス

①【学士】 幅広く深い教養および総合的な判断力 を培い、豊か
な人間性を涵養する教育課程が編成されていること。
※　大学設置基準第19条第２項

○各学科・専攻では、教育目標に従い授業科目を体系的に開設
し、必修・選択の別、配当年次についても充分留意しており、さらに
関連分野として、他学科・専攻が開設している授業科目を一定以上
履修させることにより、幅広い教養の修得をはかっている。

（２）教育課程の編成・実施方針
に基づき、各課程に相応しい教
育内容を提供しているか。

【学士課程】
・学士課程教育に相応しい教
育内容の提供
・初年次教育・高大連携に配
慮した教育内容
【修士・博士課程】
・専門分野の高度化に対応し
た教育内容の提供

②【修士・博士】 コースワークとリサーチワークを適切に組み合わ
せ、教育を行っている こと。
※　大学院設置基準第12条

○大学院各専攻では、教育目標に従い授業科目を体系的に開設し
ており、当該分野に関連する基礎的素養を涵養するとともに高度の
専門的な知識及び能力を修得させている。
○各専攻では「研究指導体制」を『履修要覧』に明示し、学生の研
究及び論文執筆の指導に十分配慮している。

【
適

】

【
適

】○「聖心女子大学の理念」に基づき、大学院では、大学院学則第１
条に大学院文学研究科の目的を掲げ、各専攻の「教育研究の目的
と目指す修了生像」は、『履修要覧』および大学HPに明記している。
しかし、『大学院案内』には未記載である。
○大学院の教育課程の編成・実施方針は、『大学院案内』および大
学HPに詳しく記載し、公表している。しかし、『履修要覧』には未記
載である。

４　教育内
容・方法・
成果

(1)教育目
標、学位授
与方針、教
育課程の編
成・実施方
針

４　教育内
容・方法・
成果

(2)教育課
程・ 教育内
容
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平成25年10月18日現在

大学基準 点検評価項目 評価の視点(例) 留意すべき事項

平成25年度

1項目100-200字程度で簡潔に記述（箇条書き）

平成25（2013）年度　自己点検評価シート（基盤評価）

基盤評価

資料２

①当該学部・研究科の教育目標を達成するために必要となる授
業の形態を明らかにしていること。

②【学士】
１年間の履修科目登録の上限を50単位未満に設定していること。
これに相当しない場合、単位の実質化を図る相応の措置がとら
れていること。

③【修士・博士】 研究指導計画に基づく研究指導、学位論文作
成指導を行っていること

（２）シラバスに基づいて授業が
展開されているか。

【学士・修士・博士課程】
・シラバスの作成と内容の充
実
・授業内容・方法とシラバスの
整合性

④授業の目的、到達目標、授業内容・方法、１年間の授業計画、
成績評価方法・基準等を明らかにしたシラバスを、統一した書式
を用いて作成し、かつ、学生があらかじめこれを知ることができる
状態にしている こと。

⑤授業科目の内容、形態等を考慮 し、単位制度の趣旨に沿って
単位を設定していること。

⑥既修得単位の認定を、大学設置基準等に定められた基準に
基づいて、適切な学内基準を設けて実施していること。

（４）教育成果について定期的
な検証を行い、その結果を教育
課程や教育内容・方法の改善
に結びつけているか。

【学士・修士・博士課程】
・授業の内容および方法の改
善を図るための組織的研修・
研究の実施

⑦教育内容・方法等の改善を図ることを目的とした、組織的な研
修・研究の機会を設けていること。

①卒業・修了の要件を明確にし、履修要綱等によってあらかじめ
学生に明示していること。

○卒業要件と学位授与の条件を、それぞれ学則と学位規程に明
示・公表したうえで、学位授与を適切に行っている。

②学位授与にあたり論文の審査を行 う場合にあっては、学位に
求める水準を満たす論文であるか否かを審査する基準（学位論
文審査基準）を、 あらかじめ学生に明示していること。

○大学院修了要件と学位授与の条件を、それぞれ大学院学則、学
位規程に明示、公表したうえで、学位授与を適切に行っている。『履
修要覧』にはより詳しい修了要件と、「学位論文提出要件」および、
「論文の評価基準」を明示、公表している。

【
適

】

４　教育内
容・方法・
成果

(4)成果

【
適

】

○各学科・専攻が『履修要覧』に明示・公表した教育目標に基づき、
講義・演習・実習等のさまざまな授業形態を適切に配置した教育課
程を設けている。
○各年次ごとに登録単位数の上限を設定し、『履修要覧』に明示し
ている。
○各学科・専攻では、演習形態の授業を選択必修科目とし、学生の
主体的参加を促し、各自の意見を発信する力を高めることに留意し
ている。
○シラバスは統一された書式で実施して全学生に配布している。
○成績評定と単位認定は、全教員の共通理解のもとで適切に行わ
れている。
○各授業で実施される授業アンケートの結果に基づき、専任教員全
員が授業報告書を作成、これを学務部でとりまとめて、学生に公開
するとともに、学生の意見・要望を教育内容・方法の改善、施設設備
の充実などに活かしている。

○大学院・全専攻が『履修要覧』に明示・公表した研究指導体制に
従い、研究指導と学位論文作成指導を行っている。
○大学院のシラバスは統一された書式で実施し、単位制度の趣旨
に沿った単位設定を行っている。
○大学院FDの一環として、隔年で大学院学生を対象としたアン
ケート調査を行い、教育内容・方法、教育成果、その他につき学生
側の意見、要望を聴取し、改善に生かしている。アンケート結果およ
び改善状況については冊子にまとめ、学内に公表している。
○「研究指導計画」の作成は指導教員の任意としている。

（１）教育方法および学習指導
は適切か。

【学士・修士・博士課程】
・厳正な成績評価（評価方
法・評価基準の明示）
・単位制度の趣旨に基づく単
位認定の適切性
・既修得単位認定の適切性

（３）成績評価と単位認定は適
切に行われているか。

【学士・修士・博士課程】
・教育目標の達成に向けた
授業形態（講義・演習・実験
等）の採用
・履修科目登録の上限設定、
学習指導の充実
・学生の主体的参加を促す
授業方法
【修士・博士課程】
・研究指導計画に基づく研究
指導・学位論文作成指導

（２）学位授与（卒業・修了認定）
は適切に行われているか。

【学士・修士・博士課程】
・学位授与基準、学位授与手
続きの適切性
【修士・博士課程】
学位審査および修了認定の
客観性・厳格性を確保する方
策

４　教育内
容・方法・
成果

(3)教育方
法
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平成25年10月18日現在

大学基準 点検評価項目 評価の視点(例) 留意すべき事項

平成25年度

1項目100-200字程度で簡潔に記述（箇条書き）

平成25（2013）年度　自己点検評価シート（基盤評価）

基盤評価

資料２

①理念・目的、教育目標を踏まえ、求める学生像や、修得してお
くべき知識等の内容・水準等を明らかにした学生の受け入れ方
針を、学部・研究科ごとに定めていること。

②公的な刊行物、ホームページ等によって、学生の受け入れ方
針を、受験生を含む社会一般に公表している こと。

（２）学生の受け入れ方針に基
づき、公正かつ適切に学生募
集および入学者選抜を行って
いるか。

・学生募集方法、入学者選抜
方法の適切性
・入学者選抜において透明
性を確保するための措置の
適切性

③学生募集、入学者選抜の方法が、 受験生に対して公正な機
会を保証し、かつ大学教育を受けるための能力・適性等を適切に
判定するものであること。

④【学士】 学部・学科における過去５年の入学定員に対する入学
者数比率の平均が1.00である（※）。また、学部・学科における収
容定員に対する在籍学生数比率が1.00である（※）。
※【定員超過の場合の提言指針】
≪実験･実習を伴う分野(心理学、社会福祉学に関する分野を含
む)≫
　1.20以上：努力課題。　1.25以上：改善勧告
≪医学･歯学≫
　1.00以上：努力課題、　1.05以上：改善勧告
≪上記以外の分野≫
　1.25以上：努力課題、　1.30以上：改善勧告

※【定員未充足の場合の提言指針】
≪全て≫
　0.9未満：努力課題、　　0.8未満：改善勧告

⑤【学士】 学部・学科における編入学定員に対する編入学生数
比率が1.00（※）であ る。
※【定員超過の場合の提言指針】
≪未完成学部を除く全て≫
　1.30以上：努力課題
※【定員未充足の場合の提言指針】
≪未完成学部を除く全て≫
　0.7未満：努力課題

⑥【修士・博士・専門職学位課程】 部局化された大学院研究科
や独立大学院などにおいて、在籍学生数比率 が1.00である。

○大学院の収容定員112名に対し、在籍者数は63名で0.56倍であ
る。

【
適

】

（３）適切な定員を設定し、入学
者を受け入れるとともに、在籍
学生数を収容定員に基づき適
正に管理しているか。

５　学生の
受け入れ

・収容定員に対する在籍学
生数比率の適切性
・定員に対する在籍学生数の
過剰・未充足に関する対応

（１）学生の受け入れ方針を明
示しているか。

〇学生の受け入れ方針は、ガイドブックおよびHPに明記している。
〇公平かつ適切な判定・選抜をすべく、全ての入試ごとに見直しを
図っている。

【
適

】

○各種入試における合格者数を慎重に判断しながら、適正な入学
者数を確保している。
○編入学者については、2年次編入としていることもあり、定員を充
足するにいたっていない。収容定員に対し在籍者数は0.54倍であ
る。
○本学では入学者を一括募集し、2年次から各学科専攻に所属さ
せているが、その進路の決定にあたっては、1年次の6月から各学科
専攻の内容、進路の決定方法についてガイダンスなどを通じて学生
に周知し、各学科専攻の収容定員を考慮しつつ、かつ学生の希望
を重視しながら、適切に進路決定を行っている。
○学生の休学・退学・復学等については、学則に基づき厳格な手続
のうえ、適正に行っている。
〇学部の収容定員1890名に対し、在籍者数は2188名で、1.16倍で
あり、適切な範囲である。

・求める学生像の明示
・当該課程に入学するにあた
り、修得しておくべき知識等
の内容・水準の明示
・障がいのある学生の受け入
れ方針
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平成25年10月18日現在

大学基準 点検評価項目 評価の視点(例) 留意すべき事項

平成25年度

1項目100-200字程度で簡潔に記述（箇条書き）

平成25（2013）年度　自己点検評価シート（基盤評価）

基盤評価

資料２

６　学生支
援

（４）学生の進路支援は適切に
行われているか。

・進路選択に関わる指導・ガ
イダンスの実施
・キャリア支援に関する組織
体制の整備

①学生の進路選択に関わるガイダンスを実施するほか、キャリア
センター等の設置、キャリア形成支援教育の実施等、組織的・体
系的な指導・助言に必要な体制を整備していること。

【
適

】

〇キャリアセンターにキャリアカウンセラーを配置し、初年次からの
キャリア形成への自覚を促すとともに、各種の講演会や催しによって
支援している。

（２）十分な校地・校舎および施
設・設備を整備しているか。

・校地・校舎等の整備状況と
キャンパス・アメニティの形成
・校地・校舎・施設・設備の維
持・管理、安全・衛生の確保
・記念施設保存建物の管理・
活用の状況

①校地および校舎面積が、法令上の基準（大学設置基準等）を
満たしており、かつ運動場等の必要な施設・ 設備を整備している
こと。

【
適

】

○校地・校舎面積ならびに必要な施設・設備については、それぞれ
基準を満たし、又、整備されている。
○安全、衛生管理等を含め、キャンパスアメニティの向上に向けて
は、定期的なチェックや要望等を踏まえた迅速な対応に努めてい
る。
○50周年事業以降は、記念施設等に改変を加えることなく、維持管
理されているが、今後、より効果的な活用方法等にも留意するととも
に、本年度に設置されたキャンバス整備検討会においてもアンケー
ト調査等により、大学構成員の意向等も確認することとしている。

②大学、学部・研究科等において十分な教育研究活動を行うた
めに、図書館において必要な質・量の図書、 学術雑誌、電子媒
体等を備えている こと。

③図書館、学術情報サービスを支障なく提供するために、専門
的な知識を有する専任職員を配置しているこ と。

④専任教員に対して、研究活動に必要な研究費を支給している
こと。

⑤専任教員のための研究室を整備していること。

・教育課程の特徴、学生数、
教育方法に応じた施設・設備
の整備
・ティーチング・アシスタント
（ＴＡ）／リサーチ・アシスタン
ト（ＲＡ）・技術スタッフなど教
育研究支援体制の整備
・教員の研究費・研究室およ
び研究専念時間の確保

７　教育研
究等環境

【
適

】

○教員・学生からの購入希望を尊重する収集方針に基づいて、学部、大
学院の各学問分野の図書、学術雑誌を幅広く収集し、閲覧に供してい
る。オンライン・ジャーナルの整備、電子ブックの購入を進め、教育研究
活動に必要な学術情報を確保している。ラーニング・コモンズを設置し、
ラーニング・アドバイザーを配置することで授業時間外に学生が主体的・
能動的に学習できる環境を整えている。平成25年秋に情報検索システム
の更新を行い、国内外の図書・雑誌の所蔵情報に加えて論文記事等の
学術情報の収集機能を強化するとともに、他大学機関との相互利用サー
ビスを維持している。また、機関リポジトリを使って本学の学術成果を公
開している。
○専門的な知識を有する専任職員は配置されている。しかし、期待され
る図書館サービスのレベルを維持するためには、人員配置の強化および
人事異動の影響を緩和できる体制作りが課題となる。

【
適

】

○専任教員に対しては、毎年一定額の研究費と研究図書費が支給
されている。
○全専任教員に対して、個人研究室が整備されている。
○教育研究支援体制については、「ティーチング・アシスタント規
程」（平成23年1月）、「リサーチ・アシスタント規程」（平成23年4月）を
定め、活用が進んでいる。

（４）教育研究等を支援する環
境や条件は適切に整備されて
いるか。

・図書、学術雑誌、電子情報
等の整備状況とその適切性
・図書館の規模、司書の資格
等の専門能力を有する職員
の配置、開館時間・閲覧室・
情報検索設備などの利用環
境
・国内外の教育研究機関との
学術情報相互提供システム
の整備

（３）図書館、学術情報サービス
は十分に機能しているか。
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平成25年10月18日現在

大学基準 点検評価項目 評価の視点(例) 留意すべき事項

平成25年度

1項目100-200字程度で簡潔に記述（箇条書き）

平成25（2013）年度　自己点検評価シート（基盤評価）

基盤評価

資料２

（２）明文化された規程に基づい
て管理運営を行っているか。

・関係法令に基づく管理運営
に関する学内諸規程の整備
とその適切な運用
・学長、学部長、研究科長お
よび理事（学務担当）等の権
限と責任の明確化
・学長選考および学部長・研
究科長等の選考方法の適切
性

①学長をはじめとする所要の職を置き、また教授会等の組織を設
け、これらの権限等を明確にしているこ と。

【
適

】

〇教学マネジメントについては、経営会議規則を定めて大学の企
画・運営、経営に関する基本方針等を審議する経営会議を学長の
もとに設置するとともに、学長を中心とする運営体制を確立するため
に副学長等に関する規程を定め、副学長等の職務を規定している。
また、教授会規程及び大学院委員会規程を定め、教授会と大学院
委員会の審議事項を明確化し、学長の選考においても選出規程、
学長候補者選考委員会内規等の関係諸規程を定め、選考は適切
に行われている。
○さらに、本年度においては、キャンパス整備、並びに全学の情報
化の推進に向けて、明文の設置要領等を定めて関係教職員による
検討会等を設置し、検討を開始したところである。

（３）大学業務を支援する事務
組織が設置され、十分に機能し
ているか。

・事務組織の構成と人員配置
の適切性
・事務機能の改善・業務内容
の多様性への対応策
・職員の採用・昇格等に関す
る諸規程の整備とその適切な
運用

②法人・大学の運営に関する業務、 教育研究活動の支援、その
他大学運 営に必要な事務等を行うための事務組織を設けている
こと。また、必要 な事務職員を配置していること。

【
適

】

〇必要な職員数の確保と配置に努めており、設置基準の主旨を踏
まえた運用を図っている。特に、事務職員の人事に関する基本方針
を定め、適時適切に、見直しを図りつつ、運用を行っている。
○業務の多様化、迅速化等のニーズに応えるには、人材の確保とと
もに人材の育成が重要であり、研修やジョブローテーションによる専
門性とマネジメント能力のバランスのとれた向上に努めている。
○大量退職が一段落し、人員が入れ替わるのを機に、来年度は、
事務分掌等組織体制、並びに人事評価制度等について見直しが
必要となっている。

９　管理運
営・財務

（２）財務

（２）予算編成および予算執行
は適切に行っているか。

・予算編成の適切性と執行
ルールの明確性、決算の内
部監査
・予算執行に伴う効果を分
析・検証する仕組みの確立

①【大学評価分科会評価事項】
財務監査を、適切な体制、手続を整えて行っているといえること。

（私立大学）監事による監査報告書を整備し、私立学校法第37条
第３項に定める学校法人の業務および財産の状況を適切に示し
ているといえる こと。

【
適

】

〇予算・決算については、より適切な方法となるよう改善しつつ、
ルール化することとしている。監査においても、法令遵守のもと、適
正に対応がなされている。
○予算執行に伴う効果の分析や検証等の評価については、事業計
画の評価(中間評価、,年度末評価)とあわせて行うこととしているが、
他大学から評価員を依頼し、徐々に外部評価を取り入れていくこと
も今後の検討課題と考える。
また、今後の消費税率引き上げや学校会計制度改定への適切な対
応を行うべく、準備を進めていく。

①自己点検・評価を定期的に実施していること。

②受験生を含む社会一般に対して、 公的な刊行物、ホームペー
ジ等によって、必要な情報（※）を公表して いること。
※　ここでいう必要な情報とは　下記の事項を指す
・学校教育法（同法施行規則）　によるもの
・財務関係書類
・自己点検・評価の結果

（１）大学の諸活動について点
検・評価を行い、その結果を公
表することで社会に対する説明
責任を果たしているか。

・自己点検・評価の実施と結
果の公表
・情報公開の内容・方法の適
切性、情報公開請求への対
応

１０　内部質
保証

【
適

】

○自己点検・評価は毎年度実施しており、その結果は大学HPで公
表している。
○受験生及び社会一般に対し、「学校教育法施行規則」第172条の
2に規定する諸事項および、財務関係資料、自己点検・評価結果等
を、大学HPで毎年公表している。
〇個人情報に関する開示などの手続きについてはHP上に公表して
いる。

９　管理運
営・財務

（１）管理運
営
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